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令和５年茨城県警察運営重点

指針 安全安心を実感できる「いばらき」の確立

副題 社会の変化に対応し 県民とともに歩む 県民のための警察

重 点 項 目

○ 県民の生活を犯罪から守るための取組

・ 県民の安全安心を妨げる重要犯罪等の予防及び検挙の徹底

・ 人身の安全を脅かす事案への迅速・的確な対処

・ 高齢者の平穏な暮らしを脅かすニセ電話詐欺の根絶

・ 高水準で推移する住宅侵入窃盗、自動車盗の抑止及び検挙

の徹底

・ 健全な社会を脅かす犯罪組織の壊滅

○ 総合的な交通安全対策

・ 子供や高齢者をはじめとする全ての道路利用者の安全の確保

・ 悪質・危険な運転者の排除等の交通事故抑止に資する取締り

の徹底

○ 多様化する脅威への対策

・ 実空間との一体化が進むサイバー空間の脅威への適切な対処

・ 企業・研究機関等が保有する技術や情報を守るための対策の

の推進

・ 大規模行事における警衛警護警備の完遂

・ 県民の命を災害から守るための対策の推進
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第１ 県警察の概要
１ 組織機構（令和４年４月１日現在）

古河 境 取手

つくば 筑⻄ 下妻

⾏⽅ ⻯ケ崎 ⽜久 稲敷 ⼟浦

⽔⼾ 笠間 ひたちなか 那珂

⼤⼦ ⽇⽴ ⾼萩 鉾⽥

⾼速道路交通警察隊

交通機動隊

運転免許センター

交通規制課

交通指導課 警備課

公安課

警備部

神栖

警察本部︓６部１校38課等

機動隊

外事課

太⽥⼤宮

⿅嶋

警察署

装備施設課

留置管理課

情報管理課

国際捜査課

組織犯罪対策課

警察署協議会

県⺠安⼼センター

監察室

警察学校

教養課

機動捜査隊

鑑識課

薬物銃器対策課

サイバー犯罪対策課

茨城県知事
（所轄）

生活安全部

会計課

厚生課

警務課

総務課

警務部

生活安全総務課

人身安全対策課

生活環境課

少年課

科学捜査研究所

警察署︓27署

桜川

石岡

結城 常総

茨城県公安委員会

地域部 刑事部 交通部

（管理）

茨城県警察本部

茨城県警察本部⻑

交通総務課

捜査第三課

捜査第二課

刑事総務課

委員（３名）

⾃動⾞警ら隊

通信指令課

地域課

捜査第一課
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２ 定員と負担状況
(1) 条例定員（令和４年４月１日現在）

(2) 警察官１人当たりの負担状況

(3) 警察官の増員状況

第２ 公安委員会制度
１ 公安委員会について

公安委員会は、警察行政の民主的運営、政治的中立性の確保の目的で導入された合
議制の行政委員会であり、国に国家公安委員会を置いて警察庁を管理し、都道府県に
都道府県公安委員会を置き、都道府県警察を管理している。

２ 委員の任命・任期等
(1) 県知事が県議会の同意を得て任命する（警察法第38条、同第39条）。
(2) 委員の任期は３年とし、２回に限り再任されることができる（警察法第40条）。
(3) 委員長の任期は１年とし、委員が互選する（警察法第43条）。

３ 委員の活動
(1) 運転免許、交通規制、犯罪被害者等給付金の裁定、古物営業等の各種営業の監督等。
(2) 警察の取組、組織や人事管理の状況等について、警察本部長等から報告を受け、

これを指導。
４ 茨城県公安委員

年 度 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20
定 員 4,009 4,189 4,309 4,394 4,484 4,574 4,636 4,636
増員数 180 120 120 85 90 90 62 -

年 度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
定 員 4,661 4,680 4,697 4,725 4,747 4,747 4,770 4,793
増員数 25 19 17 28 22 - 23 23

年 度 H29 H30 R1 R2 R3 R4
定 員 4,814 4,814 4,814 4,814 4,814 4,814
増員数 21 - - - - - 925

H13以降
増員計

全 国 順 位
警 察 官 4,814 13
警察⾏政職員 581 13

計 5,395 13

人    数

全国平均 全国順位
人口（人） 599 495 7 住⺠基本台帳《総務省》（R4.1.1）

刑法犯認知件数（件） 3.31 2.36 2 警察庁集計資料（R4年中）

人身交通事故発生件数（件） 1.30 1.18 14 警察庁集計資料（R4年中速報値）

110番受理件数（件） 36.06 33.97 8 警察庁集計資料（R3年中）

運転免許人口（人） 423 321 3 警察庁集計資料（R4.12.31）

茨城県
備考

役  職 氏  名
委員⻑ 寺 ⾨ 一 義 令和２年 12⽉ 21⽇ 〜 令和５年12⽉20⽇ （１期⽬）
委 員 本 間 源 基 令 和 ４ 年 ３⽉ 30⽇ 〜 令和７年３⽉29⽇ （２期⽬）
委   員 藤 川 雅 海 令和４年 10⽉ 29⽇ 〜 令和７年10⽉28⽇ （１期⽬）

任  期
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第３ 令和４年度警察費当初予算の概要
１ 総額

２ 内訳

増減率
警察費 62,315,708 64,183,616 △ 1,867,908 -2.9%
県予算 1,281,679,142 1,295,178,396 △ 13,499,254 -1.0%

（単位︓千円）

区 分 令和４年度 令和３年度 増減額

総額
623億1570万8千円

人件費
483億3,158万4千円

（77.6%)

一般⾏政費
84億8,747万1千円

（13.6%)

投資的経費
54億9,665万3千円

（8.8%)

人   件   費 ︓ 職員給与費、退職手当、会計年度任⽤職員雇⽤費等
一般⾏政費 ︓ 活動経費、庁舎等維持管理費、その他諸費
投資的経費 ︓ 交通安全施設整備費、警察施設整備費
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窓
69.6%

出入口
28.4%

その他
2.0%

無施錠
43.5%ガラス破り

50.0%

その他
6.5%

○ 県内の犯罪情勢について
１ 刑法犯認知件数の推移

○ 令和４年中の刑法犯認知件数は15,986件（前年比＋1,709件、＋12.0％）
○ 茨城・全国とも、平成14年以来、20年ぶりに刑法犯認知件数が増加

２ 住宅侵入窃盗・自動車盗の認知状況

○ 住宅侵入窃盗・自動車盗とも前年比で減少したが、犯罪率は全国ワースト

３ 住宅侵入窃盗の特徴と抑止対策（令和４年中）
(1) 侵入箇所 (2) 侵入方法

(3) 抑止対策
○ 警察官のパトロール強化、住宅防犯診断の実施
○ ひばりくん防犯メール、県警YouTube等を活用し
た情報発信（鍵かけの徹底や補助錠等の活用）

○ 日本ロックセキュリティ協同組合茨城支部など
関係機関・団体と協働した防犯講話の実施 防犯器具の展示、説明

住宅侵入窃盗と
は、「空き巣」、「忍
込み」、「居空き」
をいう。

6,010 1,984 1,458 1,185 1,107 1,004 -103 -9.3 
指 数 100 33.0 24.3 19.7 18.4 16.7 -1.7 −

2,908 1,491 1,482 821 633 587 -46 -7.3 
指 数 100 51.3 51.0 28.2 21.8 20.2 -1.6 −

R4 前年比 増減H14 H30 R3

自動車盗

住宅侵入窃盗
R1 R2

0

20

40

60

80

100

120

住宅侵入窃盗

自動車盗

指数

順位

1 茨城 35.2 茨城 20.6

2 群馬 27.6 栃木 17.2

3 栃木 23.6 群馬 12.1

犯罪率
人口10万人あたりの認知件数

住宅侵入窃盗 自動車盗

67,672 22,550 20,312 16,301 14,277 15,986 1,709 12.0
指 数 100 33.3 30.0 24.1 21.1 23.6 2.5 −

2,853,739 817,338 748,559 614,231 568,104 601,331 33,227 5.8
指 数 100.0 28.6 26.2 21.5 19.9 21.1 1.2 −

R4 増減(率％）R3R2 前年比H14
茨
城

H30

刑法犯総数

刑法犯総数
R1

全
国

0

20

40

60

80

100

120

茨城

全国

指数

第４ 部門別指標
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53

64

140

324

11

30

132

352

R４

R３

乗用自動車

貨物自動車

トラクター等

建設用重機等

キーあり
18.9%

キーなし
81.1%

４ 自動車盗の特徴と抑止対策（令和４年中）
(1) 車種別認知状況 (2) エンジンキーの状態

(3) 抑止対策
○ 警察官のパトロール強化、車両防犯診断の実施
○ 県警ＨＰ、ひばりくん防犯メール、県警YouTube等を活用した情報発信
○ 自動車関連事業者等と連携した盗難防止器機器の普及啓発

(4) ヤード対策の推進
○ 県内ヤード把握数（令和４年末）

494か所
○ ヤード対策推進状況（令和４年中）

・ 条例等に基づき、384回の立入検査、1,551回の立寄りを実施
・ 盗品等の罪で９人、出入国管理法違反で３人を検挙

５ 街頭防犯カメラの設置促進
○ 茨城県警察街頭防犯カメラ設置費補助事業の実施（令和３年度から３カ年）
○ 市町村補助制度、自治体交付金の活用等、自主的な設置を促進する情報提供

街頭防犯カメラ（３方向）

設置完成検査の様子

防犯カメラ作動を示す看板

バー式ハンドルロック 事業者との合同キャンペーン広報啓発動画

（件）
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○ ストーカー・ＤＶ事案について

１ ストーカー事案の推移

２ ＤＶ（配偶者からの暴力）事案の推移

３ ストーカー・ＤＶ被害者対策

0

10

20

30

40

50

60

70

0

100

200

300

400

500

600
（検挙件数/禁止命令/文書警告・件）（認知件数／指導警告・件）

認知件数 指導警告 検挙件数 禁止命令 文書警告

若年層向け視聴覚教材

○ 認知件数 2,638件

(前年比－66件、

－2.4％)

○ 検挙件数 341件
(前年比＋131件、

＋62.4％）
【内訳】
・保護命令違反２件
・刑法犯等339件

○ 認知件数 396件

（前年比－96件、

－19.5％）
○ 検挙件数 41件

（前年比－14件、

－25.5％）

【内訳】

・ストーカー規制法

違反19件

・刑法犯等22件

ストーカーやＤＶ相談者向け小冊子

0

100

200

300

400

500

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
（検挙件数・件）（認知件数/指導警告・件）

認知件数 指導警告 検挙件数

（件） H30 R1 R2 R3 R4
認知件数 2,227 2,421 2,451 2,704 2,638
検挙件数 433 342 222 210 341
指導警告 967 1,257 1,320 1,659 1,587 Ｒ４年は暫定値

県警ＳＮＳによる情報発信

Ｒ４年は暫定値

（件） H30 R1 R2 R3 R4
認知件数 462 421 475 492 396
検挙件数 33 37 46 55 41
禁止命令 33 50 66 66 46
文書警告 66 13 17 11 6
指導警告 173 190 224 307 211
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H29 H30 R１ R２ R３ R４
1,231 1,603 1,672 1,927 2,054

36 111 121 87 101 107

県から警察への情報提供(件）

生命・身体に重大な危害が及ぶおそれがあ
る情報（件）

○ 児童虐待事案について

１ 児童相談所への児童虐待通告人数

○ 令和４年中、通告人数は1,692人（前年比－125人、－7.4％）

○ 心理的虐待が1,171人と最も多く、通告人数全体の約７割

○ 心理的虐待のうち、面前ＤＶが1,013人で同虐待の約９割

２ 学職別通告人数

３ 児童虐待事件の態様別検挙状況の推移

○ 令和４年中、検挙件数は38件(前年比＋５件)

○ 未成年者誘拐１件、暴行･傷害等24件、監護者性交等10件、保護責任者遺棄３件

４ 県と警察との情報共有の実績

149

117

626

573

580

549

279

261

161

172

22

20

0 500 1000 1500 2000
（人）

乳児 幼児 小学生 中学生 高校生 有職・無職少年

Ｒ４年は暫定値

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800
（人） 身体的 心理的 性的 ネグレクト

0

10

20

30

40

50

60

70
（件） 身体的 心理的 性的 ネグレクト

Ｒ４

Ｒ３

Ｒ４年は暫定値

Ｒ４年は暫定値

○ 令和４年中、

幼児と小学生で

約３分の２

○ 高校生を除き

通告人数が減少

H30 R１ R２ R３ R４
1,237 1,550 1,687 1,817 1,692

身体的虐待 269 355 353 418 392
心理的虐待 862 1,062 1,201 1,278 1,171

うち面前ＤＶ 705 924 1,071 1,120 1,013
性的虐待 8 3 8 10 4
ネグレクト（怠慢・拒否） 98 130 125 111 125

通告人数（人）

県・警察等合同の現場対応訓練

Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４
検挙件数（件） 66 58 42 33 38

身体的虐待 51 50 30 24 22
心理的虐待 0 1 2 0 3
性的虐待 15 7 8 7 10
ネグレクト（怠慢・拒否） 0 0 2 2 3
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○ 地域に密着した交番・駐在所の活動について

１ 地域住民の安心感を醸成するための取組
(1) 犯罪等が多発する時間帯・地域に重点を置いたパトロール
(2) 制服姿を積極的に「見せる」パトロール活動
(3) パトロールカード等を活用した｢知らせる」パトロール活動

２ 地域住民と連携した活動
(1) 巡回連絡による家庭・事業所等に対する防犯指導や

意見・要望等の聴取
(2) ミニ広報紙や交番速報等による情報発信活動の推進
(3) 交番・駐在所連絡協議会による地域の治安に関する

問題等の協議、住民からの警察への意見・要望等の把握

○ １１０番通報への迅速・的確な対応

１ 通報受理状況

※ １１０番通報受理件数には、いたずら電話、間違い電話等は計上していない。

・ 令和４年中の１１０番通報受理件数は18万7,043件（前年比+1万3,087件）
・ １日当たり約512件、2分49秒に１件の割合で受理している。
・ 携帯電話からの１１０番通報が77.9％を占める。

【パトカーによる警戒】 【通学路における立哨】

【巡回連絡】 【交番連絡協議会】 【ミニ広報紙】

【パトロールカード】
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２ 犯罪被害の予防・検挙のための迅速・的確な対応
(1) 「位置情報通知システム」「カーロケータシステム」等を利用した迅速な初動

対応
(2) 「１１０番映像通報システム」の積極的活用
(3) １１０番通報の適切な利用促進のための広報啓発活動

【

【１１０番広報用チラシ】

【通信指令イメージ】

１１０番通報の受理時に、警察（通信指令室）が現

場の映像等を必要と判断した場合、通報された方か

らスマートフォンで撮影した映像等の送信を受ける

ことで、現場の状況をより詳しく把握し、迅速かつ

的確な警察活動の推進が期待されるもの

※ 令和４年10月１日から全国警察において試行運用が開始
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○ 重要犯罪の検挙について

１ 認知・検挙状況（過去10年間の推移）

※ 重要犯罪：殺人、強盗、強制性交等、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買

２ 認知・検挙状況（令和４年と令和３年の比較）

３ 検挙のための取組 ＜重要事件発生時の初動捜査イメージ＞

(1) 徹底した初動捜査の推進

(2) 捜査員の大量動員と部門を

廃した組織捜査

(3) 未解決重要事件の捜査強化

○ 防犯カメラ画像解析

○ ＤＮＡ型鑑定等の科学捜査

の推進

(4) 戦略的な情報発信活動の推進

増減数 増減率 % 増減数 増減率 % 増減数 増減率 %
9,536 8,821 715 8.1 8,354 8,240 114 1.4 87.6 93.4 -5.8 7,425 7,372 53 0.7

212 199 13 6.5 172 168 4 2.4 81.1 84.4 -3.3 162 130 32 24.6
殺人 23 24 -1 -4.2 23 24 -1 -4.2 100.0 100.0 0.0 19 20 -1 -5.0
強盗 37 23 14 60.9 24 20 4 20.0 64.9 87.0 -22.1 38 32 6 18.8
放火 27 14 13 92.9 22 10 12 120.0 81.5 71.4 10.1 16 10 6 60.0
強制性交等 39 21 18 85.7 27 17 10 58.8 69.2 81.0 -11.8 24 17 7 41.2
強わい 76 115 -39 -33.9 67 95 -28 -29.5 88.2 82.6 5.6 50 50 0 0.0
略取誘拐 10 2 8 400.0 9 2 7 350.0 90.0 100.0 -10.0 15 1 14 1400.0

13位 １３位 １２位 １３位 ３５位 ４１位 １２位 １４位

検挙件数 検挙率 検挙人員

R4 R3
前年比

R4 R3
前年比

R4 R3
前年比
ポイント

R4 R3
前年比

全国
茨城

全国順位

認知件数

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
認知(件) 272 262 248 241 204 235 200 202 199 212
検挙(件) 170 196 196 187 167 188 164 176 168 172
検挙率

（茨城県）
62.5% 74.8% 79.0% 77.6% 81.9% 80.0% 82.0% 87.1% 84.4% 81.1%

検挙率

（全国平均）
63.4% 68.2% 72.3% 76.6% 80.3% 84.5% 85.9% 93.7% 93.4% 87.6%

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%
100.0%

0

50

100

150

200
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300

（２） 捜査員の大量動員と部門を廃した組織捜査

事件発生警察署

・事案発生時の本部への速報と現場急行

・現場保存＆関係者の確保等

・署主管課員の現場急行、事案概要の把握

・署長による初動捜査の統括

・本部主管課への援助要請

警察本部

・本部による指揮の一元化

・緊急配備の実施

・事件主管課、本部執行隊、各課からの

捜査員の応援派遣

・隣接警察署等への応援派遣の指示

連
携

被疑者の
早期検挙

隣接警察署

自発的に応援

隣接警察署

自発的に応援

空白

空白
空白
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H30 R１ R２ R３ R４

合計 364 376 306 259 254

オレオレ詐欺 166 194 54 48 70

預貯金詐欺 82 26 16

架空料金請求詐欺 99 62 42 66 62

融資保証金詐欺 9 6 5 3 5

還付金詐欺 14 17 12 64 41

その他 2 0 5 5 0

キャッシュカード詐欺盗 74 97 106 47 60

被害額 52,465 63,313 55,022 47,684 46,613

0
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30,000
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350

400

（
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円
）

（
件
）

女性
185人

72.8％

男性
69人

27.2％

65歳未満
【女性】

34人 13.4%

65歳以上
【女性】

151人 59.4％

65歳以上
【男性】

46人 18.1%

65歳未満
【男性】

23人 9.1%

H30 R1 R2 R3 R4

検挙件数 104 157 121 98 68

検挙人員 61 56 44 35 36
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○ ニセ電話詐欺の現状と対策について
１ 認知件数・被害額（過去５年間）

※Ｒ４の値は暫定値（以下同）

２ 被害者の年齢・性別
(1) 年齢構成（全体） (2) 年齢・性別構成（手口別）

３ 検挙件数・検挙人員（過去５年間）

４ 各種対策
(1) 被害防止対策

ア 高齢女性を対象とした市町村や自治会等との連携による注意喚起
イ 金融機関を始めとした関係事業者等との連携による被害防止
ウ 留守番電話設定の推奨、自宅保管金に関する危険性の周知

(2) 検挙対策
ア 職務質問や「だまされた振り作戦」による現場検挙
イ 突き上げ捜査による中枢被疑者の検挙

(3) 犯行ツール対策
ア 犯行に利用された預貯金口座の即時凍結
イ 犯行電話番号の利用停止要請
ウ 口座の不正譲渡や携帯電話の不正契約等の取締り

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
オレオレ 1 1 9 23 4 29 1 2 14 56
預貯金 5 2 9 2 14

架空料金 1 1 3 2 8 6 4 7 4 6 3 8 6 2 1 32 30
融資保証金 1 3 1 5 0

還付金 1 2 11 3 23 1 5 36
詐欺盗 1 15 9 30 2 3 11 49
その他 0 0
合計 1 1 1 3 5 8 6 6 10 16 9 27 17 50 17 69 3 5 69 185

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 70歳代 80歳代 90歳代 合計
65歳未満 65歳以上

60歳代年代・
男女別

手口別
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H30 R1 R2 R3 R4
認知件数（件） 5,031 4,284 3,120 2,493 2,739
検挙件数（件） 2,304 2,329 1,309 1,420 832
検挙人員（人） 165 112 138 126 104
検挙率（％） 45.8 54.4 42.0 57.0 30.4

45.8 
54.4 

42.0 

57.0 

30.4 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

検挙率(％)認知・検挙件数（件）

¡ 重要窃盗犯の検挙について

１ 重要窃盗犯の認知・検挙状況（過去５年間）

※重要窃盗犯：侵入窃盗、自動車盗、ひったくり、すり

２ 住宅侵入窃盗の認知・検挙状況（過去５年間）

※住宅侵入窃盗：空き巣、忍込み、居空き

３ 自動車盗の認知・検挙状況（過去５年間）

４ 対策
・ 鑑識活動や防犯カメラ画像の解析、聞き込み捜査等の基礎捜査の徹底
・ 組織の実態を解明するための突き上げ捜査
・ 他県警と連携した戦略的な合同捜査
・ 科学技術を活用した事件分析

H30 R1 R2 R3 Ｒ4
認知件数（件） 1,491 1,482 821 633 587
検挙件数（件） 737 706 284 426 141
検挙人員（人） 32 37 35 25 27
検挙率（％） 49.4 47.6 34.6 67.3 24.0

49.4 47.6 

34.6 

67.3 

24.0 

0.0
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認知・検挙件数(件) 検挙率(％)

H30 R1 R2 R3 Ｒ4
認知件数（件） 1,984 1,458 1,185 1,107 1,004
検挙件数（件） 951 974 587 641 443
検挙人員（人） 71 47 47 51 34
検挙率（％） 47.9 66.8 49.5 57.9 44.1

47.9 

66.8 

49.5 
57.9 

44.1 

0.0
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検挙率（％）認知・検挙件数（件）
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○ 交通安全対策の推進について

１ 令和４年中の人身交通事故発生状況

(1) 県内の人身交通事故発生状況 (2) 死者数上位都道府県

○ 人身交通事故発生件数、死亡事故件数、死者数、負傷者

数いずれも前年と比べて増加

○ 死者数91人は、前年比+11人で全国ワースト９位

２ 子供や高齢者をはじめとする全ての道路利用者の安全の確保

(1) 人身交通事故発生状況（令和４年中）

ア 四輪車（年齢層別死者数）イ 自転車（年齢層別死傷者数）

○ 死者の約５割（48.8％） ○ 死傷者の約４割（39.1％）が児童・生徒

が高齢者 ○ ヘルメット非着用の致死率は着用の約3.6倍

ウ 歩行者（年齢層別死者数、事故類型別死者数、昼夜別死者数）

【年齢別】 【事故類型別】 【昼夜別】

○ 死者の約７割（68.8％）が高齢者 ○ 死者の約６割（62.5％）が横断中

○ 死者の約８割（78.1％）が夜間、反射材等なしが96％

死 者 数 91 80 11 +13.8%
負 傷 者 数 7,699 7,243 

R4 年 中 R3 年 中
増 減 数

発 生 件 数 6,271 5,929 342 + 5.8%
率

 死亡事故件数 88 79 9 +11.4%

456 + 6.3%

2,610 -26 
- 6 10位

都道府県 死 者 数 前 年 比

104 -14 
9位 茨 城 91 +11 

137 +20 

順位
141 + 1 1位 大 阪

2位 愛 知
3位 東 京

113 神奈川

120 

132 - 1 

5位 兵 庫
115 

+ 3 

- 5 
+ 6 

全 国

8位 埼 玉
-29 7位

静 岡 83 

6位 北海道

4位 千 葉 124 

【ヘルメット着用別致死率】

（過去５年）
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幼児,3人0.3% 小学生
26人2.9%
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12.7%

高校生
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23.5%

他20歳未満
28人3.1%
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(2) 対策

ア 高齢運転者対策

○ シルバードライバーセミナーの実施

○ 安全運転サポート車の普及啓発活動の推進

イ 自転車対策

○ 改正道路交通法の施行（令和５年４月１日）に伴う自転車ヘルメット着用努力義務

化に向けた関係機関・団体と連携した広報啓発活動の推進

○ 児童・生徒等に対する交通安全教育、街頭指導活動の推進

○ 自転車通行空間の整備

ウ 歩行者対策

○ 横断歩行者交通事故防止対策「その手で合図！止まってくれてありがとう大作戦」

の推進

○ 反射材用品の着用促進に向けた効果的な広報啓発活動の推進

【啓発チラシ】

【自転車街頭指導活動】 【反射材着用促進活動】【サポカー普及啓発活動】
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３ 悪質・危険な運転者の排除

(1) 飲酒運転による人身交通事故発生状況 (2) 原因別死亡事故発生件数
（平成30年から令和４年） （令和４年中）

○ 昨年の飲酒運転による交通事故死者数は、一昨年か ○ 脇見漫然運転が全体の約３割を

ら４人減少するも飲酒運転による人身交通事故発生件 占める

数は一昨年から12件増加

(3) 対策

ア 飲酒運転の根絶に向けた交通指導取締りの強化と規範意識の確立

イ 車両の運転者に緊張感や集中力の持続を促すための街頭活動の推進

【啓発チラシ】

【飲酒検問】

脇見

漫然

26 件
29.5%

右側通行

13 件,14.8%歩行者

妨害

8 件
9.1%

一時不

停止

8 件
9.1%

最高速度

8 件,9.1%

運転操作不適

8 件,9.1%

信号無視

4 件,4.5%

その他

13 件
14.8%

88件

【セーフティパトロール】
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○ 多様化する脅威への対策

１ 実空間との一体化が進むサイバー空間の脅威への適切な対処

(1) サイバー空間をめぐる情勢

・ 匿名性が高く、追跡が困難なサイバー

事案が国内外で顕在化

・ 代表的な手口である標的型メール攻撃

の手口が巧妙化

・ 県内ではサイバー事案に関する相談が

増加傾向

(2) 脅威への対処に係る組織基盤の強化

・ 部門間の連携、人材の育成

・ 資機材の整備

(3) サイバー事案の取締り

・ サイバーパトロールの推進

・ 警察庁や他の都道府県警察と連携した捜査

・ 警察庁を通じた国際捜査の推進

(4) 官民連携の推進

・ 重要インフラ事業者等への個別訪問等に

よる意見交換・情報共有

・ サイバー事案の発生を想定した共同訓練

２ 企業・研究機関等が保有する技術や情報を守るための対策の推進

(1) 経済安全保障をめぐる情勢

・ 本県にも先端技術保有企業が多数存在

・ 情報流出が我が国の安全保障に重大な

影響を及ぼすおそれ

(2) アウトリーチ活動の推進

・ 訪問活動等による効果的な情報提供

・ 企業等からの相談への適切な対応

・ 関係機関・団体との連携

警察のアウトリーチ活動

ボット

ボット

ボット

攻撃対象

攻
撃
指
示

【標的型メール攻撃】
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３ 大規模行事における警衛・警護警備の完遂

(1) 本年開催予定の大規模行事

・ 第46回全国育樹祭（本年11月11日～12日開催）

・ Ｇ７茨城水戸内務・安全担当大臣会合（本年12月８日～10日開催）

(2) 体制の確立

(3) 関係機関・団体等との協力体制の構築

警 護 訓 練

４ 県民の命を災害から守るための対策の推進

(1) 危機管理体制の持続的推進

・ 災害対処体制の不断の見直し

・ 防災関係機関との連携

・ 資機材の整備

(2) 災害対処能力の向上

・ 初動対応訓練や被災地映像等の

収集・伝送訓練、水害救助訓練

・ 防災関係機関・団体等との合同

訓練

埋没車両からの救助訓練
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